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2020 年度 第２回 防災委員会 議事録 

 

開催日時：2020 年 9 月 26 日（土） 14:00～17:00 

開催場所：WEB（Zoom）会議方式 

参 加 者：味澤泰夫・荒川直樹・石本俊亮・梅田和久・筬島秀利・香月裕宣・北里憲章・      

田 辺 努 ・ 寺 田 利 博 ・ 中 田 敦 也 ・ 西 井 康 浩 ・ 松 本 義 信 ・ 南 嶋 佳 典 ・ 持田 拓 児・             

古賀浩史（佐賀県支部）・園田直志（長崎県支部）・津山輝男（熊本県支部）・      

軸丸恒宏（大分県支部）・松川浩一（宮崎県支部）・井内祥人（鹿児島県支部）・・・20 名 

欠 席 者：有村研一・池田圭一・後藤進・久富浩明・宮本修・江口友弘・中村勲（相談役）・・・7 名 

 

議事内容：主な意見や決議事項等 

１． 防災委員による発表会と質疑応答 

1) 講師：筬島秀利 様 

「西部ガスの地震防災の取組みと熊本地震への対応」 

【主な内容】 

 西部ガスの供給区域は福岡・熊本・長崎の３県で 1,098.4 千戸ある。 

 地震防災対策は、①被害を最小限に抑えるための設備の耐震化、②２次災害を防止

するため供給を安全に止める仕組みの導入、③１日も早い復旧の実現に向けてハー

ド・ソフトの両側面からの対策、の３本の柱からなっている。 

 具体的には、高中圧ガス管を溶接接合鋼管、低圧ガス管をポリエチレン管に取り換え

る。防災ブロックを形成し、地域（ブロック）単位でガスを止める。ガスを止めた地域（ブ

ロック）については、安全を確認しつつ早期に復旧する。全国の都市ガス事業者との

連携による救援体制の構築などがある。 

 平成２８年度の熊本地震への対応としては、熊本支社管内のすべてで供給停止判断

基準のＳＩ値６０カインを観測したため、100,884 戸を供給停止とした。その中で日本ガ

ス協会による全国のガス事業者から 2,500 名強の救援隊を受け入れ、当初 5 月 8 日

復旧完了予定であったものを、4 月 30 日に前倒しすることができた。 

 災害対策の作業では、救援隊の後方支援業務が作業としても大変であり重要であっ

たと考える。 

 熊本地震の経験に基づき国への報告書で提起された課題や社内振り返り・検証を踏

まえてソフト、ハードの両部分の改善を継続的に行っている。 

 

【質疑応答】 

Ｑ１：地震の表記をＳＩ値で行っているが、一般的なのか。またＳＩ値と実際の被害の状況は一

致しているのか。また緊急停止は熊本地区ではすべて一括なのか。 

Ａ１：西部ガスの設置した地震計は震度、カイン、ガルの３つを計測、記録できるようになって

いるが、国からの指導で供給停止基準が 60 カインとなっているためにこれを使用して判

断している。今回は 60 カインを超えた地点がほとんどであり、このためこれらの地域で供

給停止を行った。カインと被害の関連性は、地区の耐震化の進み具合により異なるため、

一概に一致するとは言えない。熊本地区では 7 ブロックに分割して、福岡で停止措置を
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行うことができる。 

Ｑ２：現在のコロナ下の状況で、救援体制についての考え方は決まっているのか。また救援要

員は常に決められているのか。 

Ａ２：コロナ下での考え方についての情報は持ち合わせていないが、日本ガス協会において

検討されていると思う。また救援要員は、各ガス会社において常に検討がされており、い

つでも対応できるようになっている。 

Ｑ３：ガスと電力のライフラインはそれぞれ独立しているのか。 

Ａ３：この２つは全く別のものであり、それぞれ独立している。 

 

2) 講師：寺田利博 様 

「八代海沿岸に流れ込んだ流木等に関する対応」 

【主な内容】 

 7 月 31 日までの回収したのは、漂流物 15,883m3、流木 6,500 本ほどであった。 

 作業を行った根拠は、各協会が国と締結した災害協定である。 

 1 日あたり最大 6 隻の作業船を投入した。 

 漂流物が三角半島の南側に集中したのは、干満差より風による影響が大きい。 

 流出の当初数日の南からの風によって北の三角半島方向へ流された。 

 作業船が収集を始めて数日で、潮位が小さくなり水深の浅い湾奥への入港ができな

くなった。 

 1 日で大量の回収を行えたのは、大潮の時期に限られた。 

 業務の終わった 7 月 31 日以降は、県が依頼した県内の業界団体の陸上からの作業

となった。 

 回収物には内容物不明のドラム缶、ガスボンベも含まれ、後はご遺体、動物の死骸も

あった。 

 今後の課題としては、県との連携での海陸同時作業が望ましい。また、今後もこのよう

な災害は起こるものと考えると、浅海域での作業のできる船舶が必要である。 

 

【質疑応答】 

Ｑ１：流出したゴミは風による吹き寄せでこの地域に集まったようだが、潮汐の干満の影響はな

いのか。 

Ａ１：今回の漂流物に関しては、潮汐の影響より風による吹き寄せの影響が大きいと考える。 

Ｑ２：緊急災害の復旧工事の積算はどのようにしているのか。 

Ａ２：積算のベースには乗らないことは発注者、受注者共に分かっていたので、両者で出面の

チェックを行いそれに基づき金額の積み上げを行った。 

 

２． 拡大委員会 

1) 各県支部の活動報告 

1-1) 佐賀県（古賀浩史様） 

支部として防災部会の活動はあまり行っていない。佐賀県技術士会として河川の合同巡

視、河川の情報モニター、また過去５年間で防災減災に関するＣＰＤを 20回行ってきた。
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その講演集をＤＶＤにして各県支部と県内の市町村に配布した。佐賀県技術士会はＮＰ

Ｏ法人化しており、「ＮＰＯ法人技術交流フォーラム」として上記のような活動を行ってい

る。 

防災部会としては県支部の防災部会単独での活動は困難であり、上記のフォーラムの中

で活動を行っている。 

1-2) 長崎県（園田直志様） 

６回／年定期幹事会で各委員会と一緒に現状報告を行っている。県支部のＣＰＤ研修会

で国、県の防災担当者から講演を行ってもらうなどの活動を行っている。 

また、長崎大学の主催する「長崎地盤研究会」を長崎県技術士会として後援している。 

この後、長崎大学との防災に関しての連携の状況について細かく報告があった。 

1-3) 熊本県（津山輝男様） 

基本的には、防災担当として一人でいろいろな活動に参加している。最も大きかった活

動は熊本地震の時であり、士業連合無料相談会、熊本県地質協会の各種活動、九州財

務局の「ワンストップ無料相談会」に個人的に参加した。また、熊本県支部として有志によ

る県や市町村への「技術相談会」の働きかけなども行った。今後は防災士としての活動も

連携して行いたい。防災委員会の立上げも考えたいが、実務を伴うことが必要であり、防

災士会「熊本県支部」との連携などを考えたい。 

士業連絡会へのアプローチの仕方を指導願いたい。 

1-4) 大分県（軸丸恒宏様） 

県支部の防災担当としては、情報収集と本部からの連絡、依頼、協議等への対応を行っ

ている。関連行事としては年３回のＣＰＤ研修、被災地視察、防災施設の視察などを行っ

ている。県内では、県のＯＢを中心として防災活動が盛んで大分県防災エキスパート制

度など７つほどの団体の活動が行われている。今後は、他の団体との連携は不可欠であ

り、防災士会等との連携による日常の啓発活動が「東南海・南海地震」などへの対応の

為、必要と考えている。 

1-5) 宮崎県（松川浩一様） 

防災担当は２人である。 

宮崎県支部の年間 3 回のＣＰＤの内、１回を防災ＣＰＤとして平成 29 年から行っている。 

支部の活動としては 3 回のＣＰＤのほかに現場見学会が１回ある。 

県内のメーリングリスト登録者や役員と、今後の防災活動について考えていきたい。 

1-6) 鹿児島県（井内祥人様） 

   鹿児島県支部の年 4 回のＣＰＤの内、１回を防災関連のプログラムとしている。 

      県内の技術士のほとんどが企業内技術士であり、災害が起こった際には企業の一員とし

て活動しており，県支部独自の活動は行っていない。 

      士業連絡会への参加は断られた経緯もあり、本部からのアプローチをお願いしたい。 

2) 各県支部との意見交換等 

 この拡大委員会は各県の実情を知ることとお互いの顔を知ることも重要。       

 各県の実情に合わせた活動で構わないが、各県同士や防災委員会と連携した活動

も考えてもらいたい。 

 将来的には、北陸や四国本部のように、何か１つの催しを持ち回りで行うことを考えた
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い。例えば見学会や、一般市民との意見交換会等。 

 士業連携については、福岡はたまたまつながりができただけであり、他県については、

福岡県の弁護士さんなどからの紹介等できっかけを作っていきたい。 

 文科省の防災教育のテキストがあり、それを各県の教育委員会に配布している。 

 南海トラフについての研究なども各県連携として考えられるのではないか。 

 地域、地域での啓発活動を現地まで行くことで、より細かい活動ができる。 

 技術士会としての活動を行うことは制約がある場合もあり、単独の技術士として他の団

体に参加して活動している場合が多くみられるが、この中で防災委員会として取り組

めるものも探していきたい。 

 

３． 各 WG について 

1) ＷＧ１：「災害情報収集チーム」の進捗報告 

【主な内容】 

 各ＷＧの名称をどうするか？については、他のＷＧと統一性のある名称とする。 

 ＷＧ１の役割は福岡県内の災害履歴や資料について情報収集、分析等の役割を担

うグループと考える。 

 収集する情報は発生時期、種別については雨、洪水、土砂災害、風、地震、その他

が考えられる。 

 マップへの落とし込みを行い、災害の“見える化”を目指す。 

 現在の進捗は、情報提供を各委員に行っている。 

 参考例は福岡県自然災害被害統計（昭和 20 年以降） 

 １１月１４日の防災委員会で資料集の進捗状況の報告ができるようにしたい。 

 ＷＧ３の年間計画（案）をベースにした、期末（2021 年 6 月末）をめどに成果・途中経

過を報告する。 

 

2) ＷＧ２：「災害リスク管理チーム」の進捗報告 

【主な内容】 

 ＷＧの目的は、技術士が組織横断的にどのような支援ができるのかを把握する。 

 自治体や地域住民、企業が地域のリスクを把握するための基礎資料の提供。 

 上記のような目的のために、8 月 26 日に Zoom による会議を行った。 

 ＷＧの名称は、「災害リスク管理チーム」とする。 

 取りまとめの方針は、複数年で実施するが、今年は洪水災害に絞って行う。 

 昨年時実施したアンケートの見直しを行って技術士として提案できる内容をさぐった。 

 例えば水災害でのどのような関連の事故が起こっているかの再調査等も行い、必要

な項目は追加する。 

 技術士各部門が考える、各種災害に備えるためのチェックリストの作成を行う。 

 １１月１４日の防災委員会で中間報告ができるようにする。 

 国交省や大学との意見交換の必要性があるとの意見がある。 

 

3) ＷＧ３「災害サポートチーム」の進捗報告 
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【主な内容】 

 年次計画（案）を作成してＷＧ内に送り、意見を聞いた。 

 防災教育対象者を小学生とし、関係者のいる直方市の教育委員会にアプローチを行

った。 

 その結果、わかってきた手順を踏むためにどのようなことが必要かを検討している。 

 第一段階として。学校教育課長へのプレゼンが大事ということでその資料を検討中。 

 これらを踏まえて年次計画を修正した。 

 情報として福岡市では、今年から４年生の社会科に防災が新規導入されている。 

 

【質疑応答】 

Ｑ１：防災教育の教科書が出ているので、それを入手して教育方針に沿った形で計画を立て

るべきと考える。 

Ａ１：入手についてよろしくお願いします。 

 

４． その他報告・連絡事項 

●今年のアンケート調査に関する討議 

【主な内容】 

 本年のアンケートについては、内容の変更、追加があれば委員長に提案する。 

 アンケートは１月に行う予定である。 

●全国防災連絡会議（9/1 の報告） 

【主な内容】 

 防災の日に行われたことが報告された。 

 参加は 200 名超の Zoom の会議であった。 

●防災支援委員会からの依頼事項 

【主な内容】 

 本部と各県支部あるいは各県の技術士会として平成 25 年以降、実施してきた防災に

関する具体的な活動の内容を取りまとめしてほしい。 

 9 月末頃依頼が来る。最終的には全国の取りまとめを行い、公開する。 

●次回の運営委員会 

 令和 2 年 11 月 14 日（土） 14 時～17 時 WEB(Zoom)開催を予定。 

      各県支部の皆様の参加も可能な限りお願いします。 

                                         議事録作成者：寺田（2020年9月30日） 


